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相 手 方 意思表示ないし法律行為に

ついて「相手方」というときは，単独行為にあ

っては，これを受領すべき者をいう（民法９３・

９８・１２３等）．契約にあっては，相互に「一方の

当事者」に対して「他方の当事者」をいう（民

法５３３・５５５等）．行政処分についても用いられ，

処分を受ける者をいう（行政不服審査法５１Ⅰ・

８２Ⅰ等）．

訴訟法上，「相手方」とは，当事者の一

方（殊に申立人）に対して他の当事者をいう．

例えば，原告については，被告が相手方である

（民事訴訟法４８）．特に手続上の当事者の名称と

して「相手方」という用語を用いる場合は，証

拠保全手続（同法２３６），和解手続（同法２７５）

等において申立人に対して被申立人を指す．

（内）

青色申告書 青色の用紙を用いてする租税

に関する申告書をいう．申告納税制度の効果を

上げるためシャウプ勧告により税法に取り入れ

られた制度で，現在この制度が認められている

租税は，国税では所得税と法人税の２種であり

（所得税法２Ⅰ40・１４３～１５１・１６６，法人税法

２37・１２１～１２８・１４６），地方税では，現在のと

ころない．

もっとも，地方税である事業税及び道府県民

税又は市町村民税の所得割又は法人税割につい

ては，青色申告書制度は認められていないが，

これらの課税標準の計算方法が原則として所得

税又は法人税の課税標準である所得の計算の例

によって算定することとされ（地方税法３２Ⅱ・

７２の２３Ⅰ・７２の４９の１２Ⅰ・３１３Ⅱ），法人税割に

あっては法人税額を課税標準としているので

（同法２３I3・２９２Ⅰ3），所得税又は法人税につ

いて青色申告書を提出している者については，

後述の所得税又は法人税に認められているとこ

ろと大体同様の税務計算上の特典が，租税特別

措置等の一部の例外を除いて，その課税標準の

上で認められることになる（なお，所得税法に

より青色申告書を提出した事業者にその親族で

ある青色事業専従者がある場合については，地

方税法３２条３項・３１３条３項で，特典が認めら

れている．）．

この青色申告書制度の要点は，一定の帳簿組

織を備え，これに従って経理を行い，その結果

に基づいて申告を行う者に対しては，税務計算

上一定の特典を与えるとともに，その者のした

申告については，原則として帳簿書類を調査し

た上でなければ，更正することができないもの

とすることにあって，要は，納税者を信頼し，

正確な帳簿による正しい申告納税を助長奨励す

ることを目的とするものである．

なお，この青色申告をする者（青色申告者と

いわれる．）の備えるべき帳簿，書類等につい

ては所得税法施行規則５６条から６４条まで及び法

人税法施行規則５３条から５９条までに詳細に規定

されているが，主として中小事業者の便宜を考

え，これらの者については記載事項の一部省略

等簡易な方法で帳簿の記帳を行うことも認めら

れている．

所得税及び法人税について認められている

「青色申告書」の制度の概要は，次のとおりで

ある．

青色申告書を提出することができる者

は，法人税の場合にはすべての法人であるが，

所得税の場合には事業所得，不動産所得又は山

林所得を生ずべき業務を行う個人に限られる．

青色申告書を提出しようとする場合には，一定

の帳簿類を備えて，これに正確な記帳を行うと

ともに，あらかじめ政府からその提出について

承認を受けなければならない（所得税法１４３，

法人税法１２１）．

青色申告書に係る所得に関する更正につ

いては，推計による方法が許されず（所得税法

１５６，法人税法１３１），申告書に明瞭な違法又は

計算誤りがある場合及び所得税にあっては青色

申告書に係るものでない他の種類の所得の計算

に関して誤りがある場合を除くほか，必ず事前

にその帳簿書類を調査し，その調査により計算

誤りがあると認められる場合に限り，更正をす

ることができ，また，更正通知書にその更正の
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理由を付記しなければならないこととされてい

る（所得税法１５５，法人税法１３０）．

青色申告書の提出を承認されている個人

又は法人については，その帳簿書類が完備し，

かつ，正確に記帳されていることを前提とし，

所得税法，法人税法，租税特別措置法及びこれ

らの施行令の上で，課税標準の計算についてい

ろいろの特典が与えられている．主なものを挙

げれば，次のとおりである．

イ）純損失の繰越控除又は繰越欠損金の損金

算入（所得税法７０，法人税法５７）

ロ）貸倒引当金，返品調整引当金，退職給与

引当金の必要経費への算入（所得税法５２～５４）

ハ）青色事業専従者がある場合の必要経費の

特例（所得税法５７）

ニ）純損失の繰戻し又は欠損金の繰戻しによ

る還付（同法１４０・１４１，法人税法８０）

ホ）金属鉱業等鉱害防止準備金，特定災害防

止準備金，特定船舶に係る特別修繕準備金，探

鉱準備金等の積立額の必要経費又は損金への算

入（租税特別措置法２０～２０の３・２２・５５の５・

５５の６・５７の８・５８）

ヘ）エネルギー環境負荷低減推進設備，中小

企業の機械等，雇用の数が増加した場合，生産

性向上設備等を取得した場合等の税額の特別控

除又は特別償却（同法１０の２の２・１０の３・１０

の５・１０の５の５・４２の５・４２の６・４２の１２・

４２の１２の５）

ト）公害防止設備その他の特定設備等，耐震

基準適合建物等，特定農産加工品生産設備，特

定地域における工業用機械等，医療用機器等の

特別償却又は割増償却（同法１１～１１の３・１２・

１２の２・４３・４３の２・４４の４・４５・４５の２）

チ）試験研究を行った場合の税額の特別控除

（同法１０・１０の２・４２の４）

リ）青色申告特別控除（同法２５の２）

ヌ）減価償却資産の耐用年数の短縮及び通常

の使用時間を超えて使用される機械装置の特例

（所得税法施行令１３０・１３３）

以上のような特典が与えられている反面とし

て，青色申告書の提出を承認されている個人又

は法人の帳簿書類が所定の要件を欠き，又は取

引の事実を隠蔽仮装して記載しているような場

合には，その承認がその事実のあった時までさ

かのぼって取り消され，その特典を失う（所得

税法１５０，法人税法１２７等）．（荒・津）

あ お る 「せん動する」に同じ．「せん

動」の項参照．国家公務員法９８条２項，地方公

務員法３７条１項，行政執行法人の労働関係に関

する法律１７条１項，出入国管理及び難民認定法

２４条４号ル等に，その用例がある．なお，地方

公務員法３７条１項のあおり罪に関して，「違法

な争議行為を想定して，あおり行為等をした場

合には，仮りに予定の違法な争議行為が実行さ

れなかつたからといつて，あおり行為等の刑責

は免れえないものといわなければならない」と

した最高裁判所の判例がある（昭和４４・４・２

大法廷判決）．（真）

悪 意 法令上の用語としては，普通

は，「悪意」とは，ある事実を知っているとい

う意味であり，道徳的な意味での善悪とは関係

がない．例えば，民法７０４条前段は，不当利得

について，「悪意の受益者は，その受けた利益

に利息を付して返還しなければならない」と規

定しているが，そこでいう「悪意の受益者」と

は，自分の受けた利益が，法律上の原因なしに

得た利益であるということを知っていながら利

益を受けた者を意味するのであって，その場合

にその利益を受けたことが道徳上非難されるべ

きかどうかということは無関係である．

「悪意」の反対，すなわち，ある事実を知ら

ないことを「善意」という．

単に疑わしいと思うだけでは，積極的に知っ

ているとはいえないから，普通は悪意に入らな

い．占有者は善意に占有するものと推定される

から（同法１８６Ⅰ），占有者が悪意であることを

主張する者は，占有者が占有権原を有しないこ

とを知っていたことを立証する必要がある．

場合によっては，「悪意」という用語が，

単に知っているというのみでなく，「害意」，す

なわち不正に他人を害する意思という意味で用

いられていることもある．民法７７０条１項で，

「配偶者から悪意で遺棄されたとき」は，離婚

の訴えを提起することができるものとし（同法

８１４条１項も，養子縁組の離縁について同様に

規定している．），同法９２１条で，相続人が「悪

意で」相続財産の全部又は一部を財産目録に記

載しなかったときは，単純承認をしたものとみ

なすと規定している場合などは，その例であ

る．（橘）

明 渡 裁 決 「権利取得裁決」

明 け 渡 す 家屋等を一定の権原に基づい

あおる
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て占有し，使用していた者が，その権原を失っ

た場合に，その家屋等の占有を権利者に移転す

ることをいう．概して，「引き渡す」という用

語が単純な占有移転を意味するのに対して，

「明け渡す」という用語は，家屋等の中にある

動産をもすべて撤去して中を空にし，完全な占

有権を移転するというニュアンスをもつ用語と

いえよう．講学上，「家屋明渡請求権」という

ような用語がよく用いられるが，法令上，「明

け渡す」という用語を用いている例としては，

「第一項の規定による請求を受けた者は，同項

の期限が到来したときは，速やかに，当該公営

住宅を明け渡さなければならない」（公営住宅

法３８Ⅲ），「施行者は，……相当の期限を定め

て，これを明け渡すべきことを命ずることがで

きる」（住宅地区改良法１１Ⅱ）というようなも

のがある． 類語 引渡し（成）

預 り 金 金銭の消費寄託である預金又は

貯金を，その受託者である金融機関の側からみ

る場合に「預り金」という（例―日本銀行法３３

Ⅰ5，準備預金制度に関する法律７Ⅲ）．「預金

の受入れ」又は「貯金の受入れ」という用語が

用いられることがあるが（例―中小企業等協同

組合法９の８Ⅰ3，信用金庫法５３Ⅰ1，農業協

同組合法１０Ⅰ3），この受け入れた金がすなわ

ち「預り金」となるわけである．預り金と混同

しやすい用語に「預け金」があるが（準備預金

制度に関する法律３），これは，預金と同じ意

味であって，預ける方を主体としてみた場合の

用語である．なお，「出資の受入れ，預り金及

び金利等の取締りに関する法律」では，預り金

を，広く，不特定かつ多数の者からの金銭の受

入れで，預金，貯金又は定期積金の受入れ及び

社債，借入金その他何らの名義をもってするを

問わず，これらと同様の経済的性質を有するも

のをいうとしている（同法２Ⅱ）． 類語 預け

金 預金（澄）

預 け 金 金銭の消費寄託である預金又は

貯金をその寄託する者の側からみた場合に「預

け金」といっている（準備預金制度に関する法

律３等）．これに対し，預金又は貯金をその寄

託を受ける金融機関の側からみた場合に「預り

金」という（日本銀行法３３Ⅰ5等）．なお，「預

り金」の項参照． 類語 預り金 預金（吉）

当たる（あたる，該る 法令の上で「当

たる」（あたる・該る）という用語は，特定の

人，物，事実，法律関係等が法令に規定する一

定の要件に当てはまる（該当する）趣旨を表す

場合に多く用いられる．例えば，「禁錮以上の

刑が定められている罪に当たる行為」（組織的

な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法

律７Ⅰ等）（なお，刑法５６Ⅱ・１０３，裁判所法

２４2，刑事訴訟法２０８の２・２１０等）．その実質

的意義は，「該当する」という用語に等しい．

「該る」は，多く刑罰法令について用いられて

いるが，現在は，読み方の関係上用いられな

い．「該当する」の項参照． 類語 該当する

（菊）

あっせん（あっ旋，斡旋 ある人とその

相手方との間の交渉が円滑に行われるように第

三者が世話することをいう．職業安定法４条１

項の雇用関係の成立のあっせん，災害対策基本

法３０条の職員の派遣のあっせん，都市再開発法

１３８条２項の資金のあっせん，刑法１９７条の４の

不正な行為に関するあっせん等において用いら

れている．労働関係調整法１０条～１６条，特定独

立行政法人等の労働関係に関する法律２６条にお

いては，労働関係についての紛争の解決のため

に，調停及び仲裁とともにあっせんの制度につ

いて定めている．また，公害紛争処理法２４条～

３０条においては，公害に係る被害に関する紛争

について，土地収用法１５条の２～１５条の６にお

いては，土地の取得に関する関係当事者間の紛

争について，著作権法１０５条～１１１条において

は，著作権紛争について，その解決のために，

あっせんの制度を定めている． 類語 仲介

仲裁 調停（口）

充てる（あてる 法令上，「充てる」の

語は，特定の職や地位に人をあてはめる場合又

は一定の使途，用途，目的等のために金銭なり

資産等を用いる場合に用いられる．

人を特定の職や地位にあてはめる用例と

しては，「内閣官房長官は，国務大臣をもつて

充てる」（内閣法１３Ⅱ），「都道府県の支庁若し

くは地方事務所又は市町村の支所の長は，当該

普通地方公共団体の長の補助機関である職員を

もつて充てる」（地方自治法１７５Ⅰ），「理事のう

ち六人以内及び監事のうち二人以内は，組合の

事務を行う組合員をもつて充てる」（国家公務

員共済組合法２７Ⅱ）等がある．

金銭や資産等の使途等を指し示す用例と

しては，「予見し難い予算の不足に充てるため，

あてる
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国会の議決に基いて予備費を設け」（憲法８７

Ⅰ），「資本準備金は，損失のてん補に充てる場

合を除いては，これを取り崩してはならない」

（農業協同組合法５１Ⅴ），「港務局は，港湾施設

の建設，改良又は復旧の費用に充てるため，債

券を発行することができる」（港湾法３０Ⅰ）等

がある．

このほか，物の用途等を指し示す場合に

も用いられ，「自家の生活の用に充てるために

必要な木竹の伐採」（都市計画法施行令３８の５5

等），「政令で定める目的に充てるための物品」

（旧物品税法１８Ⅰ2），「開発誘導地区に充てる

べき土地」（新都市基盤整備法２Ⅰ）等の例が

ある．（壮）

争い（争 通常，私法上の事件における

当事者間の意見，主張等の不一致をいう．「争

い」の対象となるものは，必ずしも法律上の問

題に限らない．「争い」は，通常，当事者が互

いに譲歩してやめるか（「和解は，当事者が互

いに譲歩をしてその間に存する争いをやめるこ

とを約することによって，その効力を生ずる」

（民法６９５）），裁判所の判決によるか（「裁判所

は，独立した攻撃又は防御の方法その他中間の

争いについて，裁判をするのに熟したときは，

中間判決をすることができる」（民事訴訟法

２４５））等の方法によって解決される．その他法

令上の用例として，「処分若しくは裁決の存否

又はその効力の有無に関する争い」（行政事件

訴訟法４５Ⅲ），「その存否又は額について争いの

ある債権に係る債務」（会社法５０２），「引渡ニ関

シテ争アル場合」（商法５８６Ⅰ），「請求の一部に

ついて争いがない場合」（民事訴訟法７５Ⅱ），

「終局決定の前提となる法律関係の争いその他

中間の争い」（非訟事件手続法６１Ⅰ）等がある．

類語 争論 紛争（角）

案 一個の考案として考えられた思想で，

まだ確定するに至らないもの又はこれを記載し

た文書をいう（例―国家行政組織法１１・１２Ⅱ）．

類語 案件 成案（国）

案 件 処理されるべき事柄，議題となる

事案をいう．例えば，憲法６７条１項では，内閣

総理大臣の指名は，「すべての案件に先だつて」

行うべきものとされ，内閣法４条３項では，

「各大臣は，案件の如何を問わず，内閣総理大

臣に提出して，閣議を求めることができる」と

され，国会法４７条２項では，「各議院の議決で

特に付託された案件」については，委員会は，

閉会中も審査できるものとされている．なお，

「事案」の項参照． 類語 事案 事件（橘）

あらそい



ア

相手方 …１

青色申告書 …１

あおる …２

悪 意 …２

明渡裁決 …２

明け渡す …２

預り金 …３

預け金 …３

当たる（あたる，該る） …３

あっせん（あっ旋，斡旋） …３

充てる（あてる） …３

争い（争） …４

案 …４

案 件 …４

イ

委 員 …５

委員会 …５

以 下 …５

位 階 …６

以 外 …６

以下同じ …６

以下「……」という（以下

「……」と総称する） …６

移 管 …７

遺 棄 …７

異議の申立て …７

異議の申出 …８

育児休業 …８

育成者権 …８

意見公募手続 …８

以 後 …９

以 降 …９

維 持 …９

遺失物 …１０

移 出 …１０

囲 障 …１１

意 匠 …１１

以 上 …１１

意匠権 …１１

委 嘱 …１１

以 前 …１１

移 送 …１２

遺 族 …１２

遺族手当 …１２

遺族年金 …１２

遺族補償 …１２

委 託 …１４

委託証拠金 …１４

一時借入金 …１５

一時利用地 …１５

一部事務組合 …１５

一部負担金 …１５

一般会計 …１５

一般官吏 …１６

一般競争契約 …１６

一般国道 …１６

一般財団法人 …１７

一般社団法人 …１７

一般承継人 …１７

一般職 …１７

一般選挙 …１８

一般に …１８

一般放送 …１８

偽 り …１９

異 動 …１９

移 動 …１９

以 内 …１９

移 入 …１９

委 任 …１９

委任規定 …２０

違 背 …２０

威 迫 …２０

委 付 …２０

違 法 …２０

違約金 …２１

医薬品 …２１

移 用 …２１

入 会 …２２

医 療 …２２

医療機器 …２３

医療計画 …２３

医療法人 …２３

威 力 …２４

院 …２４

員外利用 …２４

印 鑑 …２５

印鑑証明書 …２５

印 紙 …２５

印 章 …２６

隠 匿 …２６

印を押す（おす） …２６

ウ

上 に …２８

受渡し …２８

疑わしい取引 …２８

打切補償 …２８

移換え（移換） …２９

訴 え …２９

売出発行 …２９

売払い（売り払う） …３０

売渡し …３０

上 屋 …３０

運 営 …３０

運 送 …３０

運 賃 …３１

運輸安全委員会 …３１

運 用 …３１

エ

営外手当 …３３

営 業 …３３

索 引

索 引（ア～エ
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営業所 …３３

営業年度 …３３

営業秘密 …３３

営業保証金 …３４

永 住 …３４

営 繕 …３４

営造物 …３４

栄 典 …３４

営 利 …３５

営利企業 …３５

益 金 …３５

役 務 …３６

閲 覧 …３６

延 会 …３６

縁 故 …３６

援 助 …３７

延滞金 …３７

延滞税 …３８

延 納 …３８

援 用 …３９

オ

押 印 …４０

押 収 …４０

応 諾 …４０

応当日（応当する日） …４０

公にする …４０

公の機関 …４１

公の財産 …４１

公の施設 …４１

公の支配 …４２

公の秩序 …４２

犯 す …４２

侵 す …４２

汚 染 …４２

おそれがあるとき（虞がある

とき，恐れがあるとき） …４３

汚 損 …４３

汚 濁 …４３

オプション（取引） …４３

親会社 …４４

及 び …４４

卸売販売 …４４

恩 給 …４４

恩 赦 …４６

カ

課 …４７

会 員 …４７

海 員 …４７

買受け …４８

外 貨 …４８

開 会 …４８

外貨債 …４８

外貨証券 …４９

会 期 …４９

会 議 …４９

開 議 …４９

会議規則 …５０

海技士 …５０

外 局 …５０

会 計 …５０

会計監査人 …５１

会計管理者 …５１

会計検査院 …５２

会計年度 …５２

解 雇 …５２

介 護 …５２

開 港 …５３

外交官 …５３

介護休業 …５３

戒 告 …５４

外 国 …５４

外国会社 …５４

外国貨物 …５４

外国為替 …５５

外国人 …５５

外国人教員 …５５

外国投資家 …５５

外国法事務弁護士 …５５

外国法人 …５６

介護福祉士 …５６

介護保険 …５６

介護保険施設 …５７

介護補償 …５７

開 札 …５８

害されない（害する） …５８

解 散 …５８

概 算 …５８

概算払 …５９

開 示 …５９

海事代理士 …５９

解 釈 …５９

会社分割 …６０

解 除 …６０

解 消 …６１

海上保安官 …６１

解 職 …６１

解除条件 …６１

改 正 …６１

開 設 …６２

海賊行為 …６２

海 損 …６２

改 定 …６２

改 訂 …６２

解 撤 …６２

該当する …６３

海 難 …６３

海難審判 …６３

改 任 …６３

解 任 …６３

改 廃 …６４

開発行為 …６４

回 避 …６４

回 付 …６５

外務公務員 …６５

外務省 …６５

外務職員 …６５

買戻し …６５

解 約 …６６

街 路 …６６

回路配置利用権 …６６

過 員 …６６

替 地 …６６

家 屋 …６６

価 格 …６６

価 額 …６６

かかわらず …６６

加 給 …６７

下級裁判所 …６７

欠く（缺く） …６７

学 位 …６７

閣 議 …６８

各号列記以外の部分 …６８

学 士 …６８

学識経験 …６９

各種学校 …６９

各 省 …６９

各省各庁 …７０

索 引（エ～カ
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各省各庁の長 …７０

各（省）大臣 …７０

学 生 …７１

隔地者 …７１

学 長 …７１

各庁の長 …７１

格付（格付け） …７１

確 定 …７１

確定給付企業年金 …７２

確定拠出年金 …７２

確定申告書 …７２

確 認 …７２

各本条 …７３

額 面 …７３

確立された国際法規 …７３

掛 金 …７３

加 工 …７３

過誤納 …７４

加 算 …７４

加算金 …７４

加算税 …７４

加算年 …７５

瑕 疵 …７５

過 失 …７６

貸付信託 …７６

科する …７７

課する …７７

課税価格 …７７

課税客体 …７７

課税標準 …７７

課税物件 …７８

河 川 …７８

河川管理施設 …７９

仮 装 …７９

過疎地域 …７９

化 体 …８０

過怠金 …８０

過怠税 …８０

型 式 …８０

課徴金 …８１

か つ …８１

学 校 …８１

学校法人 …８２

合 算 …８２

合 筆 …８３

割 賦 …８３

合 併 …８３

合併選挙 …８４

課 程 …８４

家庭裁判所 …８５

家内労働者 …８５

加入金 …８６

過年度 …８６

過半数 …８６

下 付 …８６

寡 夫 …８６

寡 婦 …８７

株 式 …８７

株式移転 …８７

株式交換 …８８

株主総会 …８８

寡婦年金 …８８

貨 幣 …８９

貨 物 …８９

貨物利用運送事業 …８９

借入金 …８９

借換え …９０

仮換地 …９０

仮議長 …９１

仮拘禁 …９１

仮釈放 …９１

仮住所 …９２

仮処分 …９２

仮放免 …９２

科 料 …９２

過 料 …９２

仮理事 …９３

仮領置 …９４

為 替 …９４

官 …９４

款 …９４

勘 案 …９４

簡易裁判所 …９５

換 価 …９５

管海官庁 …９５

管 轄 …９６

換価の猶予 …９６

環境影響評価 …９７

環境基準 …９８

環境省 …９８

環境の保全 …９８

関係（各）庁 …９９

関係機関 …９９

関係人 …９９

監 護 …９９

慣 行 …９９

官公署 …９９

勧 告 …９９

監 査 …１００

監査委員 …１００

監 察 …１００

鑑 札 …１０１

監査等委員会設置会社 …１０１

監査法人 …１０１

監査役 …１０１

監 視 …１０２

幹 事 …１０２

監 事 …１０２

鑑 識 …１０３

慣 習 …１０３

官 署 …１０３

勧 奨 …１０３

管 掌 …１０３

勘 定 …１０４

官 職 …１０４

完 成 …１０４

官 制 …１０４

管 制 …１０４

関 税 …１０５

間接国税 …１０５

感染症 …１０６

換 地 …１０７

監 置 …１０７

官 庁 …１０７

鑑 定 …１０７

鑑定人 …１０８

監 督 …１０８

監督庁 …１０８

還 付 …１０８

還付加算金 …１０８

鑑 別 …１０８

官 房 …１０９

官 報 …１０９

官民競争入札 …１０９

喚 問 …１１０

勧 誘 …１１０

干 預 …１１０

関 与 …１１０

官 吏 …１１０

管 理 …１１１

監 理 …１１２

管理換 …１１２

管理官 …１１２

監理官 …１１２

索 引（カ
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管理職手当 …１１２

管理の委託 …１１２

寒冷地手当 …１１３

キ

議 案 …１１４

起 因 …１１４

基 因 …１１４

議 員 …１１４

議 院 …１１４

議院規則 …１１５

帰 化 …１１５

議 会 …１１５

規 格 …１１６

期 間 …１１６

機 関 …１１７

技 官 …１１７

技 監 …１１８

機関委任事務 …１１８

機関訴訟 …１１８

基幹統計 …１１９

基幹放送 …１１９

毀 棄 …１１９

棄 却 …１１９

企 業 …１２０

企業組合 …１２０

起業者 …１２０

企業団 …１２０

起業目論見書 …１２０

基 金 …１２０

貴金属 …１２１

偽 計 …１２２

議 決 …１２２

期 限 …１２２

記 号 …１２３

起 債 …１２３

起 算 …１２３

議 事 …１２４

期 日 …１２４

期日前投票 …１２４

議事に参与する（議事参与）

…１２４

技 術 …１２５

技術士 …１２５

技術士補 …１２５

技術職員 …１２５

技術的読替え …１２５

規 準 …１２５

基準（許可，免許等の） …１２６

基準財政収入額 …１２６

基準財政需要額 …１２７

記 章 …１２７

偽 証 …１２８

気象予報士 …１２８

規 正 …１２８

規 制 …１２８

規 整 …１２８

起 訴 …１２９

偽 造 …１２９

規 則 …１２９

羈 束 …１２９

帰属する …１２９

基礎年金 …１３０

毀損（き損） …１３０

寄 託 …１３０

議 長 …１３０

規 程 …１３１

規定（規定する） …１３１

議定書 …１３１

軌 道 …１３１

議に付し（議を経て）（議に

基づき・議に基き）（議に

より） …１３１

技 能 …１３２

技能検定 …１３２

忌 避 …１３２

寄附（寄付） …１３３

寄附行為 …１３３

基本金 …１３４

基本財産 …１３４

基本法 …１３４

期末手当 …１３５

義務教育 …１３５

記 名 …１３６

規 約 …１３６

却 下 …１３６

休 暇 …１３６

休 会 …１３７

旧 慣 …１３７

救急救命士 …１３８

休業給付 …１３８

休業手当 …１３８

休業手当金 …１３９

休業補償 …１３９

休憩時間 …１３９

救 護 …１４０

休 止 …１４０

急 施 …１４０

休 日 …１４０

休日給 …１４０

休日勤務手当 …１４１

吸収合併 …１４１

救 助 …１４１

求 償 …１４１

休 職 …１４１

休職給 …１４２

求職者給付 …１４２

求職手帳 …１４４

休息時間 …１４４

急 迫 …１４４

給 付 …１４４

給付金 …１４４

給 与 …１４４

給 養 …１４５

給与簿 …１４５

給 料 …１４５

教育委員会 …１４５

教育関係職員 …１４６

教育機関 …１４６

教育訓練給付 …１４６

教育公務員 …１４６

教育者 …１４７

教育職員 …１４７

教育長 …１４８

教 員 …１４８

教 科 …１４９

協 会 …１４９

境界変更 …１４９

教 官 …１５０

協 議 …１５０

協議会 …１５０

協議の確認 …１５１

協業組合 …１５１

競 合 …１５２

強行規定 …１５２

教 唆 …１５２

共 済 …１５３

共済組合 …１５３

共済年金 …１５５

教 示 …１５５

供 述 …１５６

共 助 …１５６

索 引（カ～キ
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